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Ⅰ 運営体制 ※３1年3月、下線部分を修正

１ 役員(会則第６条から）
会長１名、副会長２名、監事２名、各校理事各１名

役員会は会長、副会長、監事、各校理事を代表して地区代表理事４名、前・次期総括事務局員
各１名、総括事務局長、総括事務局次長、総括事務局員(必要に応じて)で開催する。

２ 事務局（会則第１２条より）

（１）総括事務局

ア 構 成 事務局長１名、事務局次長１名、事務局員若干名（会計を含む）

イ 業務内容 ・地区事務局との連絡、調整
・研究の推進
・全道研究大会の開催(年次研究最終年度)
・役員研究協議会議案書、研究大会運営の手引き、総会議案書の作成
・総会、役員研究協議会の開催
・会計
・全特連本部、道特連・道情研等の関係団体との連携及び連絡調整
・各種助成金の申請、道職員名簿への役員記載依頼
・研究紀要の発行（３月上旬）
・北特研だよりの発行(会員募集、会員研究募集他、随時発行）
・ホームページの作成、更新
・道教委、主要関係団体への地区研究大会及び年次研究最終年度全道大会の名義後援
依頼、事業報告

・公文書の作成、道教委関係講師、助言者の調整・依頼
・その他

（２）地区事務局

ア 構 成 地区研究大会長(実行委員長)１名、地区事務局長１名、地区事務局次長１名、
地区事務局員

イ 業務内容 ・総括事務局・地区加盟校・地区関係機関との連絡、調整、依頼等
・研究の推進
・地区研究大会助言者・講演者の依頼と連絡調整等(道教委関係は総括事務局で一
括依頼)

・地区研究大会の開催
・地区研究大会後の地区関係機関・講師・助言者への礼状作成、送付等
・地区理事研究協議会の開催(議案書等の意見集約及び協議の結果、地区研究大会の
協議検討、反省、役割検討の結果、事業報告、開催要項等を総括事務局に報告)

・地区会計と総括事務局への報告等
・道特連・道情研研究大会参加希望者がいる場合、総括事務局へ報告
・その他

３ 地区研究大会 会場校(地区事務局校が基本)

(1)構 成 実行委員長（会場校長）、地区事務局長、地区事務局次長、事務局員

(2)業務内容 ・地区研究大会の運営
・地区理事研究協議会の開催
・助言者(道教委関係を除く)、提言者（発表者）、司会者等の依頼、連絡調整
・研究計画の作成（総括事務局と連携し、紀要の原稿作成）
・地区研究大会案内の作成、発送(ｅメール等により北特研加盟各校へ送付)
・地区研修会等の開催（北特研研修会助成金の活用等）
・その他
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３ 組織図

〈第三者会議を削除〉 札幌稲穂高等支援学校

副 会 長 会 長
地区事務局（会場校が基本）

監 事

地 地区事務局(会場校)
総 括 事 務 局 区

代
は役員 表

理 道南 道央 道北 道東

事

各 校 理 事

〈 総括事務局 〉
事 務 局 長 ・総括－全体計画、渉外

事 務 局 次 長 ・総務－具体的運営、計画、実施

総 務 会 計 研 究 広 報

･総会 ･収支計画 ・部会手引作成 ･北特研だより
･総会議案書 ･会計決算 全道研究大会 ･ホームページ
･役員研究協議会 ･会費管理 最終年度 ･文書発送、受理
･役員研究協議会 ･帳簿整理
議案書 ・調査研究
･運営の手引き ・研究紀要
･会員、準会員
募集
･会員研究、研修会助成募集
･文書作成
･全道大会運営
･渉外

【全道研究大会(最終年度)各係】（例）
・総務 ・庶務 ・接待 ・救護 ・放送記録
・受付会計 ・会場 ・研究(講演、部会等)
・駐車場

大会の推進計画
１ 地区構成と事務局の持ち方について（運営細則２４条から）

（渡島）七飯養護・七飯養護おしま学園分校・教育大附属特別支援
○道南地区 11校 五稜郭支援・函館高等支援・北斗高等支援

（檜山）今金高養（日高）平取養護・平取養護ペテカリの園分校
（胆振）室蘭養護・伊達高養
（石狩）札幌養護・札幌養護共栄分校・星置養護・星置養護ほしみ高等学園

○道央地区 19校 札幌伏見支援・札幌伏見支援もなみ学園分校
札幌高養・白樺高養・新篠津高養・札幌豊明高等支援・札幌稲穂高等
支援・千歳高等支援・札幌あいの里高等支援・札幌みなみの杜高等支
援

（空知）南幌養護・夕張高養
（後志）小樽高等支援・余市養護・余市養護しりべし学園分校
（上川）鷹栖養護・東川養護・美深高養・美深高養あいべつ校・旭川高等支援

○道北地区 ９校 （留萌）小平高養
（宗谷）稚内養護 （空知）美唄養護・雨竜高養

○道東地区 11校 （十勝）帯広養護・中札内高養・中札内高養幕別分校・新得高支援
（釧路）釧路養護・釧路鶴野支援 （根室）中標津支援
（オホーツク）北見支援・紋別養護・紋別養護ひまわり学園分校・紋別高養

※道央地区に総括事務局を置く（ただし分校は除く）、各地区に地区事務局を置く。
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２ 総括及び各地区事務局の年度別の設置計画

年度 総括事務局 全道・全国大会 道 南 道 央 道 北 道 東

１８ 全道研修会(南幌養護) ペテカリ 余 市 美 唄 中札内
１９ 南幌養護 道南地区研究大会(兼全道研修会) 伊 達 新篠津 美 深 紋別高
２０ 全道大会（南幌養護） おしま しりべし 雨 竜 中標津

２１
余市養護

道北地区研究大会(兼全道研修会) おしま しりべし 雨 竜 中標津
２２ 全道大会(余市養護) 室 蘭 札幌高 東 川 帯 広

２３ 札幌養護
道央地区研究大会(兼全道研修会) 室 蘭 札幌高 東 川 帯 広

２４ 全特連全国大会北海道大会(主管道特連) 附 属 白 樺 夕 張 北 見

２５
新篠津高養

道東地区研究大会(兼全道研修会) 附 属 白 樺 夕 張 北 見
２６ 全道研究大会(新篠津高養) 平 取 南 幌 鷹 栖 釧 路

２７ 豊明高養 道南地区研究大会(兼全道研修会) 平 取 南 幌 鷹 栖 釧 路
２８ 全道研究大会(豊明高養) 今 金 星 置 稚 内 ひまわり

２９ 道北地区研究大会(兼全道研修会) 今 金 星 置 稚 内 ひまわり
小樽高支援

３０ 全道研究大会（小樽高支援） 七 飯 札 幌 小 平 紋 別

１
稲穂高支援

道央地区研究大会(兼全道研修会) 七 飯 札 幌 小 平 紋 別
２ 全道研究大会(稲穂高支援) ペテカリ 豊 明 美 唄 中札内

３ 星置養護 道東地区研究大会(兼全道研修会) ペテカリ 豊 明 美 唄 中札内
４ 全道研究大会(星置養護) 北 斗 小 樽 美 深 紋別高
５

白樺高養
道南地区研究大会(兼全道研修会) 北 斗 小 樽 美 深 紋別高

６ 全道研究大会（白樺高養） 伊 達 稲 穂 東 川 幕 別

７
札幌高養

道北地区研究大会(兼全道研修会) 伊 達 稲 穂 東 川 幕 別
８ 全道研究大会（札幌高養） おしま もなみ ※雨 竜 中標津

９ 千歳高支援 道央地区研究大会(兼全道研修会) おしま もなみ ※雨 竜 中標津
１０ 全道研究大会(千歳高支援) 室 蘭 共 栄 ※あいべつ 帯 広
１１ 道東地区研究大会(兼全道研修会） 室 蘭 共 栄 ※あいべつ 帯 広

夕張高養
１２ 全道研究大会（夕張高養） 附 属 ほしみ ※稚 内 釧路鶴野

１３ 道東地区研究大会(兼全道研修会） 附 属 ほしみ ※稚 内 釧路鶴野
南幌養護

１４ 全道研究大会（南幌養護） 平 取 千 歳 ※鷹 栖 北 見

１５ 道東地区研究大会(兼全道研修会） 平 取 千 歳 ※鷹 栖 北 見
余市養護

１６ 全道研究大会（余市養護） 今 金 夕 張 ※小 平 釧 路

※太字は「地区研究大会（兼全道研修会）」として地区研究大会を実施する学校
※地区の事情で地区事務局校(会場校が基本)に変更のある場合は早急に総括事務局へ報告する。
※全道大会開催年度の地区事務局（役員研究協議会出席校）は、次年度の地区事務局校を基本とする。
※令和４年までは確定。道南の北斗も確定。２９年度新設校（北斗、みなみの杜）が加入。事務局配置に
関わっては令和５年度までに再度検討必要。五稜郭支援は、令和3年（令和2年度）閉校、Ｈ３１は存続。
Ｈ３１函館高等支援開校。道北の旭川高等支援については令和8年度～9年度地区事務局の予定、その後
は調整して今後提案する。

※令和７年度に全特連全国大会北海道大会が予定されている。平成18～20年度のような３年間総括事務局体
制について検討することが必要。→令和元年度検討、令和2年度役員研究協議会で提案。

Ⅲ 地区研究大会にかかわる「○総括事務局と ●地区事務局」の役割

１ 依頼関係
（１）後 援

● ・地区研究大会開催要項に後援団体名(予定も含む)を記載する。
・開催市町村の教育委員会、地区関係機関等には地区事務局(会場校)が名義後援を依頼する。
名義後援依頼文書は各地区事務局で発送して承諾を得る。(道教委、道内主要団体への名義後
援依頼は、総括事務局で一括依頼する。後援団体を記載した各地区開催要項、第１次案内を
総括事務局へ送付する。)
※地区研究大会(兼全道研修会)の該当地区の開催要項には全特連・北特研を主催者として記
載する)

・地区研究大会終了後の礼状、報告等も地区事務局で行う。【道教委、道内主要団体への礼状、
事業報告は総括事務局で一括行う(開催要項、事業報告書、大会で使用した各資料を総括事務
局へ送付】
※道内主要団体とは～北海道特別支援学校長会、北海道特別支援学校知的障害教育校長会、
北海道特別支援学級設置学校長協会、北海道特別支援学級教育研究連盟(道特連)、北海道

令和元年度 総 括 事 務 局
北海道札幌稲穂高等支援学校

R１－２

道南地区 11校 道央地区 19校 道北地区 ９校 道東地区 11校
H30-R1 H30-R1 H30-R1 H30-R1
代表校(地区事務局) 代表校（地区事務局） 代表校(地区事務局) 代表校(地区事務局)
七飯養護学校 札幌養護学校 小平高等養護学校 紋別養護学校
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情緒障害教育研究会(道情研)、北海道自閉症協会、北海道特別支援学校知的障害教育校PT
A連合会、一般社団法人北海道手をつなぐ育成会、公益財団法人日本教育公務員弘済会北海
道支部など)

○ ・道内外の主要な団体に対する名義後援依頼は、総括事務局が行う。
・道教委への後援は、総括事務局が各地区研究大会開催要項を添付して一括依頼する。承諾が
得られた後は、各地区事務局へ連絡する。

(２) 地区研究大会(兼全道研修会)における依頼関係

● ・開催市町村の教育委員会、地区関係機関への開会式参加の案内状の発送及び出欠確認、礼状
の発送等は、地区事務局が行う。

○ ・「地区研究大会（兼全道研修会）」における全特連(理事の参加等)との打合せは総括事務局
を窓口とする。打ち合わせた内容は当該地区事務局校に報告する。

・「地区研究大会（兼全道研修会）」における道教委、全道主要団体に対する開会式参加の案
内状及び出欠確認、礼状発送等は、総括事務局が行う。

（３）助言者

● ・助言者については各地区で打診、内諾を得て総括事務局に報告する。
○ ・道教委、特別支援教育センター職員については総括事務局で集約し、まとめて打診する。希

望する地区事務局は、各地区で直接打診をせず総括事務局まで連絡する。
・承諾を得られた場合は、各地区事務局にその旨を連絡する。

● ・道教委関係を含めた依頼、礼状文書は、地区事務局が作成し送付する。
● ・助言者については地区事務局で旅費（交通費＋管理職対象の日当）を分配金から支給する。

「謝金はない」ことをあらかじめ伝える。(旅費は、道職員等旅費に関する条例に準じて支給
する)

（４）記録者

● ・記録は地区事務局(会場校)で行うことを原則とする。ただし規模の小さい分校、会員数の少
ない学校が会場校となる場合は他校に依頼することもできる。この場合依頼文書は、地区事
務局(会場校)で送付する。

２ 地区研究大会に関する分配金・文書ほか

（１）地区研究大会への分配金の配分について

● ・地区事務局は年度初めに「北特研 道○地区事務局 代表者 ○○○○ 」の銀行口座を開
設し、早急に総括事務局へ報告する。

○ ・年度初めから各校の会員入会に伴い入金される会費をもとに総括事務局が５～６月に各地区
事務局の銀行口座に分配金を送金し、その旨を地区事務局に連絡する。

● ・各地区事務局は銀行口座に振り込まれたこと確認し、その旨を総括事務局に連絡する。
● ・年度末（２月末）までに地区会計決算報告（帳簿・領収書綴り）を総括事務局に提出する。

※領収書の宛先は「北特研」の略称でも構わない。
※提出された会計報告等は、総括事務局で確認後、年度決算報告とともに３月に行う会計監
査(監事)を行う。以後、５月の役員研究協議会で毎年会計報告を行う。

（２）大会案内文書送付について(ｅメールも含む)

● ・地区研究大会案内及び参加申込書は、各地区事務局で作成、送付する。
・地区所属校のほか全道の北特研加盟校、地域の保育園、幼稚園、小中学校、高等学校、福祉

・ 医療等の各関係機関などにも、地区の実情に合わせて可能な範囲で案内を送付する。
・案内（１次、２次）等が完成したら総括事務局に一部送付する。
・地区研究大会の案内、開催要項、参加申込書等は、地区事務局校のホームページに掲載、
ｅメール送信する等の取組も行う。

○ ・「道○地区研究大会兼全道研修会」として位置づけされた地区の大会第１次、第２次案内を
全特連本部に２部送付する。

● ・必要に応じて、各地区で「地区大会通信」等を発行した場合は、各地区所属校のほか総括
事務局にも送付する。

○ ・地区研究大会等の１次案内は、４～６月「北特研だより」で掲載する。（会場校と日程のみ
となることもある)

○ ・新年度初めの「北特研だより」（事務局通信）にも、４地区の大会案内を掲載する。
（大会日程により発行時期の変更もある）

● ・地区研究大会の申込は、学校単位で地区事務局にｅメールまたは郵送・ＦＡＸで行う。

（３）弁当・宿泊・送迎

● ・宿泊は基本的に斡旋しない。(※紹介は構わない)
● ・すべての助言者、講師、来賓には（大会予算の旅費より）弁当を用意する。
● ・送迎バスの用意は必要に応じて行う。
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（４）地区研究大会開催要項について

● ・地区事務局で作成する。(総括事務局に１部送付する)
・開催要項に記載する主な内容(例)

・ 表紙【兼全道研修会として位置付けされた地区は、「道○地区研究大会
(兼全道研修会) 」と明記する】また主催者として全日本特別支援教育研
究連盟と北海道特別支援教育研究協議会の名称を明記する。

・ 主催者あいさつ(全日本特別支援教育研究連盟 ○○○○)
・ 実行委員長（会場校校長）あいさつ
・ 目次
・ 大会名・目的・主催・後援・期日・会場・参加者・大会主題等
・ 日程、開会式次第・閉会式次第、総会
・ 講演者、演題、講演内容の概要
・ 各部会の研究テーマと各地区の提言(発表)題名、討議の柱（キーワード）
・ 助言者、提言(発表)者、司会者、参加者、記録者の氏名一覧
・ 提言(発表)要旨（地区分）
・ 参加者名簿(別冊でも可）

● ・地区会場校で参加者名簿を作成する。（※開催要項内の記載も可・個人情報の問題も
あるので管理に注意、配布しないこともあり得る）

○ ・「道○地区研究大会(兼全道研修会)」として位置付けされた地区の大会開催要項は、
全特連本部に２部送付する。

〔参加者名簿 目次〕
・ 来賓、助言者、主催者名簿（実行委員長、事務局長、事務局次長 程度）
・ 部会名簿 部会名、所属(学校・団体名）、職名、氏名、備考（グループ）、その他の資
料を総括事務局にも送付する。

３ 総括事務局の発行物

（１）全道研究大会開催要項(最終年度)について

○ ・記載する主な内容例（大会の内容で変わる）

・表紙
・主催者あいさつ(全特連)
・会長あいさつ
・目次
・大会名・目的・主催(全特連と北特研は、正式名称で)・後援(正式名称
で)・ 期日・会場 ・参加者・大会主題

・日程、開会式次第、閉会式次第、総会
・講座
・講演
・部会
・参加者名簿－別冊可・配布しないこともあり得る

※全特連本部に大会終了後、２部送付する。

（２）研究紀要について

・発行は３月中旬

(３) 北特研だより 年数回発行(定期版、適宜)

(４) 役員研究協議会議案書、研究大会運営の手引き、総会議案書

(５) 北特研ホームページ

現在、ホームページビルダーで作成されたものを、代々
引き継ぎ、随時更新し会員等に情報提供を行っている。

http://www.hokuchiken.hokkaido-c.ed.jp/
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４ 年間計画

■総括事務局１年目（R１年度）～地区研究大会開催年度

４月 ・役員研究協議会議案書・研究大会運営の手引き(※地区理事研究協議会の意見を再検討
したもの)、会員募集要項、研修会助成金要項、会員研究募集要項、北特研だより等を
各校へ送付

４～５月 ・第１次会員・準会員募集(年間を通して募集)、会員研究募集 研修助成金募集

５月 ・地区理事研究協議会開催（出席者：地区代表事務局、地区加盟校理事）
：研修（会場校講師による研修、学校参観、各校交流など）
：役員研究協議会議案書・研究大会の手引き(※地区理事研究協議会の意見を
再検討したもの)の内容確認と共通理解

：地区研究大会の運営確認【提言(発表)確認、部会運営（部会協議）の方法】
：研究紀要の原稿執筆要項についての確認
：会員研究・研修会助成金対象校の決定

・総括事務局主催で、役員研究協議会開催(研修・事業報告・事業計画、予算・決算・そ
の他検討事項等について決議)

出席者～会長、副会長２、監事２、 総括事務局（事務局長、事務局次長、事務局員）
前・次期総括事務局員各１名、道南、道央、道北、道東各地区代表理事（４名)

・北特研 分散総会議案書、研究大会運営の手引き各校へ送付
※総会議案書～主に役員研究協議会で協議し決議された内容の役員研究協議会議案書

をもとに作成
・役員研究協議会終了後、地区研究大会第１次案内の発行
・全特連理事・評議員会（東京）へ北特研会長が参加

５～７月 ・北特研だより発行［地区研究大会案内ほか］
５～８月 ・各地区で必要に応じて研究大会前に提言要旨集を作成する。

(※作成した場合、地区事務局は、助言者・運営者・地区各校・総括事務局に送付す
る)

・地区事務局は、各地区研究大会前に集約した提言レポートを助言者・運営者に事前に
送付して目を通してもらい、協議の柱等を検討してもらう。

５～７月 ・地区研究大会２次案内送付
(※全道の所属各校、総括事務局、保育園、幼稚園、小・中学校、高等学校、大学、各
関係機関等＜一般参加者＞に、各地区事務局＜会場校＞が送付する)

７～10月 ・各地区研究大会開催（夏季休業中か土日の開催を基本とする)
・全特連理事・評議員会、全特連全国大会（埼玉大会）へ会長・事務局員・分科会提案者
（輪番で道特連にて提案者派遣予定、割り当てがある場合）が参加

研 究 大 会

各地区事務局 (H30-R1) 総括事務局 (H31（R1）-R2)

R1年度(第19次研究) R２年度

第41回地区研究大会 第42回北特研全道研究大会（札幌稲穂大会）

R1年度 研究紀要で紙上報告 R２年度 研究紀要で紙上報告

12月上旬 ・次年度役員研究協議会議案書(原案)、研究大会運営の手引き(原案)を各校へ送付
１～２月 ・地区理事研究協議会(地区研究大会反省、次期事務局校へ引継)

次年度役員研究協議会議案書(原案)、研究大会運営の手引き(原案)に対する各校の質問
意見集約及び協議して地区としての意見をまとめ、早急に総括事務局へ報告

・地区理事研究協議会における決定事項、地区事業報告、年度会計決算報告等を総括事務
局に送付

・地区会計の残金を総括事務局銀行口座へ送金
３月中旬 ・研究紀要第４１号の発行、北特研だより発行

■総括事務局２年目（R２年度）～全道研究大会（札幌稲穂大会）開催年度
４月 ・役員研究協議会議案書・研究大会運営の手引き(※地区理事研究協議会の意見を再検討

したもの)、会員募集要項、研修会助成金要項、会員研究募集要項、北特研だより等を
各校へ送付
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４～５月 ・第１次会員・準会員募集(年間を通して募集)、会員研究募集 研修助成金募集

５月 ・地区理事研究協議会 → 行わない
・役員研究協議会開催（総括事務局主催、研修・事業報告・事業計画、予算・決算・全道

研究大会実施計画、その他検討事項等について決議)
・北特研総会議案書、研究大会運営の手引き各校へ配信
※総会議案書～主に役員研究協議会で協議し決議された内容の役員研究協議会議案書

をもとに作成
・役員研究協議会終了後、全道研究大会第１次案内の発行
・全特連理事・評議員研究協議会（東京）へ会長参加

５～８月 ・総括事務局で必要に応じて全道研究大会前に提言要旨集を作成する。
・総括事務局は、全道研究大会前に集約した提言レポートを助言者・運営者に事前に
送付して目を通してもらい、協議の柱等を検討してもらう。

６～７月 ・全道研究大会２次案内発行
(※全道の所属各校、総括事務局、保育園、幼稚園、小・中学校、高等学校、大学、各
関係機関等＜一般参加者＞に送付する)

７～10月 ・全道研究大会（札幌稲穂大会）開催（夏季休業中 ７月28・29日 2日間の予定）
・全特連理事・評議員研究協議会、全特連全国大会（長崎大会）へ会長・事務局員・分
科会提案者（R2年度は健康・安全教育分科会割り当て予定）が参加

12月上旬 ・２年度役員研究協議会議案書(原案)、研究大会運営の手引き(原案)を各校へ送付
１～２月 ・地区理事研究協議会

２年度役員研究協議会議案書(原案)、研究大会運営の手引き(原案)に対する各校の質問
意見集約及び協議して地区としての意見をまとめ、早急に総括事務局へ報告

・地区理事研究協議会における決定事項、地区事業報告、年度会計決算報告等を総括事務
局に送付

・地区会計の残金を総括事務局銀行口座へ送金
３月中旬 ・研究紀要第４２号の発行、北特研だより発行
３月下旬 ・総括事務局引継ぎ（札幌稲穂高等支援学校→星置養護学校）

５ 研究部会及び部会運営の考え方 ※Ｈ２７年度「研究大会運営の手引き」より再掲

研究部会は、各研究大会において大会を運営する事務局が適切に設定し、運営についても大会の
コンセプトやニーズに合わせて行う。

※部会設定の例

校種・学部等による部会 小学部・中学部、義務併置高等部、高等支援学校、

訪問教育部、寄宿舎など

指導の形態別の部会 生活単元学習、自立活動、国語・数学、外国語学習など

教育課題別の部会 キャリア教育、授業づくり、アクティブラーニング、カ

リキュラムマネジメント、自立活動、合理的配慮等など

障害の状態に対応する部会 発達障害、重度重複障害、訪問教育、医療的ケアなど

喫緊の課題 学習指導要領の改訂、新しい高等部への移行、社会に開

かれた教育課程、教育課程と一体化した評価など

混合型 地区内でニーズ等を事前に調査するなどして、そのデー

タを基に設定する。

※部会運営の例

提言＋協議 提言者が事務局で決められたテーマを基に実践などを発表し、そ

の発表に基づき、参加者が協議をする。

事例発表＋協議 発表者の事例に基づいた協議を行う

校内研究発表＋協議 校内研究について発表し、それに基づき交流を行う。

研究協議 発表者も設けず、事前に協議テーマを設定し、参加者がKJ法など

を用いて協議するなど、参加型の協議を行う。

課題協議 参加者からA4判１枚程度のレポートを提出してもらい協議する。

講義＋協議 部会テーマに基づき、講師からの講義を受けて、参加者の協議を

行う。

◎参加者が一度は発言できるような運営を考える。
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◎成功した実践だけでなく失敗した例、悩み、困っている問題等についても本音で語り合える部会
となるようにする。

◎部会で何かを無理にまとめるために行うのではなく、「参加して良かった」、「元気をもらっ
た」、「ヒントになった」など、今後につながる内容、運営を心掛ける。

Ⅳ 地区研究大会(夏季休業中か土日の開催を基本とする)

１ 地区研究大会の運営について（各地区で検討してください）

(1) 地区研究大会は１日開催を基本とする。

(2) 部会構成は、基本的に各地区とも同じ構成とするが、地区の実情により部会を統合するなど柔軟
的に設定できる。その他、地区独自の部会を設定してもよい。

（3）各地区の独自性を発揮した大会をしてください。従来の形にとらわれることなく特色を発揮し柔
軟的な運営をしていただければと考えます。（今まで、公開授業、複数の講演会・講座やワーク
ショップ・校内研究の発表・地域の作業所等の商品の紹介などが行われてきました）

(4) 地区研究大会終了後に総括事務局へ道教委(名義後援事業報告用)の事業報告書と資料一式（講演
資料、発表レポート、大会開催要項、名簿等）を送付してください。

(5) 地区研究大会終了後、研究紀要用の各部会の内容、提言内容、全特連全国大会報告等を各担当者
は様式により執筆して９月末までに総括事務局へ電子メール、ＣＤ－Ｒ等で送付してください。

(6) 大会開催後の地区理事研究協議会で次期地区事務局校との引継ぎを行う。大会運営等のデータを
引き継ぐ。(1～2月)

(7) 各地区に地区研究大会運営費（地区理事研究協議会旅費２回分を含む）として20-30万円を配分す
る。残金は年度内に総括事務局へ返金する。 ※H29 は25万円

(8) 助言者のみ旅費（交通費・日当）を支給する。※北海道職員等旅費に関する条例に準じる
※助言者の依頼は各地区事務局で行うが、道教委関係（北海道立特別支援教育センター含む）の
助言者についての依頼調整は総括事務局が行う。助言者は各地区の予算の範囲で検討する。

※道教委関係の助言者承諾が得られたら総括事務局から各地区事務局に連絡する。その後の当該
助言者との具体的な打合せ、礼状の送付等は各地区事務局で行う。

(9) 地区理事研究協議会は、５月、１～２月の２回開催し必要事項の確認、協議検討等を行う。

２ 地区研究大会を輪番制で全道大会として位置付け開催する「地区大会（兼全道研修会）」の場合）

（1) 全特連理事が参加し、開会式で挨拶をします。
(希望の講師の人選が可能、講演料、旅費等全てが全特連負担)

※２日間の大会では、１日目の講演依頼が可能。
２日目に講演を依頼する場合は、北特研で旅費を負担。(別の方が全特連から挨拶として参加)

※講演者としての対象でなくても大会主催者として参加し、開会式で挨拶をします。
(旅費等は全特連負担)

※大会第１次案内、２次案内、大会開催要項には主催者として正式名称で全特連、北特研名を記
載すること。開会式でのあいさつは、主催者 全特連理事の後に大会長(開催学校長)の順となり
ます。

(2) 全特連以外の講師による講演でも構いません。(但し、講演料、旅費等は地区分配金からの支払い
となります）
※ちなみに講師への謝金、旅費等の総額は、東京周辺が10万円、大阪・京都周辺で15万円、鳥取
九州周辺で20万円を支払っていますが、各地区で検討してください。なお大会終了後は事務局
等の関係者で講師(兼全道研修会では全特連理事も)を囲んで謝恩会を実施しているのが通例で
す。

Ⅴ 全道研究大会(年次研究最終年度に総括事務局が開催する)

運営について

(1) ２日日程とする。 夏季休業中か土日の開催を基本とする。

(2) P.7 部会設定の例および、部会運営の例にならい各部会運営は、総括事務局が適切に設定し、大
会のコンセプトやニーズに合わせて行う。運営・記録は会場校職員（各部会２名）とする。

(3) 講座の講師、助言者、来賓、北特研役員には旅費（交通費）を支給する。
（4）記念講演の講師には、謝金、旅費、宿泊費を支給する。（全特連派遣講師は除く）
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《 資 料 》北特研地区研究大会開催までの準備と主な業務の進め方について

※総括事務局２年間の動きに合わせて作成

時 期 ○総 括 事 務 局 ●地 区 事 務 局

Ｈ31 ●地区理事研究協議会の開催（毎年開催）
・地区研究大会の協議

１月 ・提言校の決定（各部会１～２名）
～ ・開催日程等
２月 ・次年度北特研役員研究協議会議案書(原案)について

各校の質問意見集約及び協議検討
・その他検討事項

○各地区の次年度役員研究協議会議案書(原案)等に ●地区理事研究協議会の決定事項、次年度役員研究協議
対する質問意見集約と検討 会議案書(原案)の質問意見を早急に総括事務局へ報告

２月 ●地区会計決算報告、会計簿等を総括事務局へ報告
●地区会計残金を総括事務局銀行口座へ送金

(振り込み手数料を除いた残金)

○次年度役員研究協議会議案書作成
３月 ○研究紀要発行(中旬)、会計監査

○年次最終年度、総括事務局引継ぎ（H29-30小樽→ R１（H31） -2稲穂）

★総括事務局１年目～地区研究大会開催の年

○役員研究協議会議案書等を各役員、各校へ送付 ●地区助言者、講演者の内諾・報告
４月 ○銀行口座開設 （各部会１名を原則）

○会員募集、会員研究募集 ※道教委関係者は総括事務局に報告、総括事務局で一
○道教委、特別支援教育センター助言者派遣依頼 括依頼
○役員研究協議会案内送付
○全特連へ役員名報告 ○紀要印刷業者選定

○レポート作成様式、研究紀要執筆要項を各校へ送 ●銀行口座を開設して総括事務局に報告
R1年 付 ●地区理事研究協議会（地区研究大会年度に開催する）

○全特連功労賞推薦者検討 ・役員研究協議会議案書等の確認と共通理解
○全特連理事・評議員会出席（会長） ・地区研究大会の協議
○各地区に分配金送金①（旅費、大会運営費）(10万円) ・提言者へレポート作成様式、研究紀要執筆要項の確

５月 ○役員研究協議会開催 認
○各研究大会の道教委、道内主要団体へ後援依頼文 ・地区研究大会概要報告（上旬）
書送付（兼全道研修会・全道大会） （講演・ワークショップ・昼食代等）

○全特連、最終年度全道大会の講演講師との連絡 ・各地区幹事、提言者名集約、報告
○北海道教育関係職員録への掲載依頼 ●地区研究大会の２ヶ月前をめどに第１次案内送付開始

(全道各校、地区関係機関、その他)
・後援依頼（各市町村教委、地区関係団体等）
・助言者依頼文書送付
(道教委関係は総括から承諾の連絡後)

○総会議案書を各校へ送付 ●部会幹事、提言者依頼文書送付
○教育弘済会への助成申請 ●総会議案書受理、会員に配布
○各地区に分配金送金②（旅費、大会運営費）(10-20万円）

６月
○道教委、道内主要団体後援名義承諾内容を地区事
務局へ連絡

○道教委関係の助言者、講師依頼の承諾内容を地区
事務局へ連絡

○総会開催 ●大会前に提言レポートを集約し総括事務局、助言者、
○全特連理事・評議会、全特連全国大会への出席 運営者、地区所属校に送付(２部）

７月 (10月) ●運営・記録者の決定
○研究紀要の原稿執筆を依頼送付) ●地区研究大会参加申込締め切り

～ ●地区研究大会資料、総会資料印刷準備
○研究紀要原稿集約・編集開始（９月末） ●地区研究大会、分散総会開催

10月 (各地区部会、提言） ●司会・運営の方法確認
●視聴覚機器の確認（提言者へ）

○次年度役員研究協議会議案書(原案)の作成 ●大会終了後、事業報告(様式)、開催要項、参加者名簿
参加アンケート、講演レジメ、その他の資料を総括事
務局へ送付

11月 ○研究紀要原稿集約（全特連全国大会参加報告)
～ ○次年度役員研究協議会議案書(原案)等各校へ送付
12月

R２年 ○会員研究原稿集約（１～２月中） ●地区理事研究協議会開催（※毎年開催する）
１月 (地区研究大会反省、次年度役員研究協議会議案書、研究大会
～２月 運営の手引きに対する質問意見集約、検討、協議。

○地区理事研究協議会の決定事項、次年度役員研究 ●地区会計報告(総括事務局へ送付)

２月 協議会議案書に対する各地区の質問意見を集約し ●地区会計残金を総括事務局銀行口座へ送金
再検討 ●地区理事研究協議会決定事項及び次年度役員研究協議

会議案書(原案)への地区としての質問意見を総括事務
局に報告 （２月上旬）

●地区事務局校の引継

３月 ○研究紀要発行(中旬）、会計監査
○次年度役員研究協議会議案書等の作成
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時 期 ○総 括 事 務 局 ●地 区 事 務 局
R２年 ★総括事務局２年目～全道研究大会開催の年

４月 ○役員研究協議会議案書等を各役員、各校へ送付
○銀行口座開設
○会員募集、会員研究募集
○道教委、特別支援教育センター助言者派遣依頼
○役員研究協議会案内送付
○全特連へ役員名報告
○紀要印刷業者選定

○レポート作成様式、研究紀要執筆要項を各校へ送 ●銀行口座を開設して総括事務局に報告
付 ●地区理事研究協議会

５月 ○全特連功労賞推薦者検討 → 全道大会開催年度は、開催しない
○全特連理事・評議員会出席（会長）
○役員研究協議会開催 ●地区代表理事は役員研究協議会に参加
○各研究大会の道教委、道内主要団体へ後援依頼文
書送付（兼全道研修会・全道大会）

○全特連、最終年度全道大会の講演講師との連絡
○北海道教育関係職員録への掲載依頼

○総会議案書を各校へ送付 ●来年度の地区研究協議会について事務局で基本構想を
○教育弘済会への助成申請 立案

６月 ○道教委、道内主要団体後援名義承諾内容を地区事
務局へ連絡

○道教委関係の助言者、講師依頼の承諾内容を地区
事務局へ連絡

○全道研究大会（札幌稲穂大会）、総会開催 ●地区研究大会１年前。校内の推進体制、業務推進計画
７月 ○全特連理事・評議会、全特連全国大会への出席 を立案し準備を進める。

(10月)
～ ○研究紀要の原稿執筆を依頼送付)

○研究紀要原稿集約・編集開始（９月末）
10月 ○次年度役員研究協議会議案書(原案)の作成

11月 ○研究紀要原稿集約（全特連全国大会参加報告)
～ ○各地区に分配金送金（地区理事会旅費）(10万円)
12月 ○次年度役員研究協議会議案書(原案)等を各校へ送

付
R３年 ○会員研究原稿集約（１～２月中） ●地区理事研究協議会開催（※毎年開催する）

１月 (次年度役員研究協議会議案書に対する質問意見集約・
～２月 協議、次年度地区事業計画及び地区研究大会の検討事

項の協議及び確認）

○地区理事研究協議会の決定事項、次年度役員研究 ●地区会計決算報告、会計簿等を総括事務局へ報告
２月 協議会議案書に対する各地区の質問意見を集約し ●地区会計残金を総括事務局銀行口座へ送金

再検討 (振り込み手数料を除いた残金)
●地区理事会決定事項及び次年度役員研究協議会議案書
(原案)への地区としての質問意見を総括事務局に報告

(２月上旬)
○研究紀要発行(中旬）、会計監査

３月 ○次年度役員研究協議会議案書等の作成
○年次最終年度、総括事務局引継ぎ（R1-2札幌稲穂高等支援学校 →R3-4星置養護学校）


